
令和５年度予算概算要求の概要



令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求の姿

（令和４年度予算額） （令和５年度要求額） （対令和４年度増額）

32兆6,304億円 33兆2,644億円 （＋ 6,340億円）

一般会計

区 分
令和４年度

予算額

（Ａ）

令和５年度

要求額

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(Ｂ－Ａ)

一 般 会 計 ３２６，３０４ ３３２，６４４ ６，３４０

うち

年⾦・医療等

に 係 る 経 費

３０７，３１９ ３１２，６９４ ５，３７６

うち

重要政策推進枠
－ １，６９４ -

（単位：億円）

［計数整理の結果、異同を生ずることがある。］

（注１）令和４年度予算額は当初予算額であり、内閣官房こども家庭庁設立準備室から令和５年度予算概算要求を行う関連予算8,857億円を除く。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。
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特別会計

区 分
令和４年度

予算額

（Ａ）

令和５年度

要求額

（Ｂ）

増 △ 減 額

（Ｃ）

(Ｂ－Ａ)

労働保険特別会計 ４６，７８８ ４０，９００ ▲５，８８８

年⾦特別会計 ６８３，４４８ ６９２，９９５ ９，５４７

東日本大震災

復興特別会計
１０５ ８７ ▲１９

（単位：億円）

［計数整理の結果、異同を生ずることがある。］

（注１）令和４年度予算額は当初予算額である。

（注２）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。

（注３）令和４年度年金特別会計の額は、内閣官房こども家庭庁設立準備室から令和５年度予算概算要求を行う子ども・子育て支援勘定３兆2,721億

円を除く。

（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求のフレーム

高齢化等に伴ういわゆる自然増 ５，６００億円（注１）

義 務 的 経 費

１０％

年 金 ・ 医 療 等 に 係 る 経 費

（裁量的経費に係る削減額）

(裁量的経費に係る削減額の３倍）

重要政策推進枠 １，６９４億円

注１ 他府省所管予算に係る増加額＋３００億円を含む。

注２ 消費税率引上げとあわせ行う社会保障の充実及び｢新しい経済政策パッケージ｣で示された「教育負担の軽減・子育て層支援・介

護人材の確保」については、消費税収、地方消費税収並びに重点化及び効率化の動向を踏まえ、予算編成過程において検討する。

また、過去の年金国庫負担繰り延べの返済などについても予算編成過程で検討する。

注３ 新型コロナウイルス感染症対策、原油価格・物価高騰対策等を含めた重要政策については、必要に応じて、「重要政策推進枠」

や事項のみの要求も含め、適切に要求・要望を行い、予算編成過程において検討する。

裁 量 的 経 費
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財務省作成資料
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求

コロナ禍からの経済社会活動の回復を⾒据え、国⺠の命・雇用・暮らしを守る万全の対応を⾏うとともに、全世代型社
会保障の構築を推進し、未来を切り拓く「新しい資本主義」を実現することにより、国⺠一人ひとりが豊かさを実感で
きる社会を構築するため、以下を柱に重点的な要求を⾏う。

＜地域共⽣社会の実現等＞

 相談支援、参加支援、地域づくりの一体的実

施による重層的支援体制の整備促進

 生活困窮者⾃⽴支援、ひきこもり支援、⾃殺

総合対策の推進

 成年後⾒制度の利用促進・権利擁護支援の推進

 困難な問題を抱える⼥性等への支援

 障害者支援、依存症対策の推進

＜⽔道、戦没者遺骨収集、年⾦、被災地⽀援等＞

 水道の基盤強化

 戦没者遺骨収集等の推進

 安心できる年⾦制度の確⽴

 被災地における心のケア支援等

＜⼈への投資パッケージ、円滑な労働移動の

推進等＞

 人への投資パッケージ

 円滑な労働移動、人材確保の支援

＜多様な⼈材の活躍促進＞

 ⼥性の活躍促進

 高齢者の就労・社会参加の促進

 障害者の就労促進

 外国人に対する支援

 就職氷河期世代、若年者・新規学卒者の支援

＜多様な働き方への⽀援、最低賃⾦・賃⾦の

引上げに向けた事業者への⽀援、労働者・フ

リーランスの働く環境の整備等＞

 多様な働き方の実現

 働き方改革の推進、ハラスメント対策

 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた生産性向

上等の推進、非正規雇用労働者への支援、

雇用形態に関わらない公正な待遇の確保、

労働者・フリーランスの働く環境の整備

 看護、介護、障害福祉の現場で働く方々の

処遇改善の引き続きの実施

＜新型コロナウイルス感染症対策の着実な実⾏、次の感染
症危機に備えるための対応能⼒の強化＞

 コロナワクチン接種体制・治療薬確保、医療等提供体

制の確保等

 次の感染症危機に備えるための体制の確保

 ワクチン・治療薬等の研究開発の推進

＜医療介護DXの推進、科学技術⼒向上・イノベーション
の実現＞

 医療分野・介護分野におけるDXの推進

 医薬品・医療機器等の実用化促進、安定供給、安全・

信頼性の確保

 科学技術⼒向上・イノベーションの実現

＜地域医療構想の推進、医師偏在対策、医療従事者の働き
方改革の推進等＞

 地域医療構想、医師偏在対策、医療従事者の働き方改

革の推進等

 救急・災害医療体制等の充実

 地域包括ケアシステムの構築、⾃⽴支援・重度化防⽌

の推進

 認知症施策推進大綱に基づく施策の推進

＜予防・重症化予防・健康づくり、⻭科保健医療の推進等＞

 健康寿命延伸に向けた予防・健康づくりの推進

 がん・肝炎・難病対策等の推進

 ⻭科保健医療の推進

 食の安全・安心の確保

 国際機関等を通じた国際貢献の推進・医療の国際展開

Ⅰ．コロナ禍からの経済社会活動の回復を
⽀える保健・医療・介護の構築

Ⅱ．成⻑と分配の好循環に向けた「⼈へ
の投資」

Ⅲ．安心できる暮らしと包摂社会の実現

【新しい資本主義を支える社会保障政策・雇用政策のイメージ】

社会保障政策
（主にⅠ、Ⅲで対応）

雇用政策
（主にⅡで対応）

成⻑ 分配
成⻑と分配の好循環

▼
新しい資本主義
の実現

国⺠一⼈ひとりが豊かさを実感できる社会を構築
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅰ．コロナ禍からの経済社会活動の回復を⽀える保健・医療・介護の構築

経済社会活動の正常化に向け、ワクチンの普及や医療等提供体制の強化を⾏い、
新型コロナウイルス感染症対策を着実に実⾏する。

＊新型コロナウイルス感染症対策については、事項要求を含んでおり、予算編成

過程で検討する。

○コロナワクチン接種体制・治療薬確保、医療等提供体制の確保等
 新型コロナワクチン接種に係る体制の確保、治療薬の確保、水際対策の着実な
実施

 新型コロナウイルス感染症下での感染症患者への対応を⾏う医療機関に対する
病床確保等の支援

 新型コロナウイルス感染者等が発生した介護事業所等のサービス継続支援 等

○次の感染症危機に備えるための体制の確保 97億円（87億円）
 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
 国⽴感染症研究所における検査・疫学調査等の体制の強化
 保健所・地方衛生研究所の体制・機能強化 等

○ワクチン・治療薬等の研究開発の推進 43億円（7.1億円）

 ワクチンの大規模臨床試験等の支援
 感染症危機に備えるための治療薬等の国際的な開発動向調査
 新興・再興感染症に対する研究開発の基盤となる臨床情報等のデータベースの充実
 アジア地域における臨床研究・治験ネットワーク等の充実 等

医療・介護分野でのＤＸによりデータ利活用等を推進し、安心で質の高い医療・
介護サービスの提供を実現する。また、科学技術⼒向上・イノベーションの実現の
ため、経済安全保障や医薬品産業ビジョン2021等を踏まえた医薬品等の品質・安
定供給確保を実施するとともに、全ゲノム解析等を含む創薬⼒の強化に取り組む。

○医療分野・介護分野におけるＤＸの推進 96億円（15億円）
※デジタル庁計上分含む

 オンライン資格確認の用途拡大等のデータヘルス改革

 予防接種のデジタル化、予防接種の有効性・安全性の調査研究のためのデータ
ベース整備

 電子カルテ情報の標準化の推進等
 電子処方箋の安全かつ正確な運用に向けた環境整備の推進
 ＩＣＴの進展等を踏まえた薬局ＤＸの推進、対人業務の充実等
 診療報酬改定に関するＤＸの取組の推進
 科学的介護推進のためのデータベースの機能拡充
 整合的かつ効率的な審査支払機能の運用に向けた国保総合システムの整備 等

○医薬品･医療機器等の実用化促進、安定供給、安全･信頼性の確保
20億円（3.9億円）

 海外依存度の高い医薬品等の国内生産基盤整備等の支援
 希少疾病用医薬品の指定の推進、リアルワールドデータの薬事活用の推進
 後発医薬品の信頼確保のための体制・取組の強化
 薬物乱用防⽌・大麻に関する制度⾒直しを踏まえた環境整備
 プログラム医療機器の実用化の促進 等

○科学技術⼒向上・イノベーションの実現 707億円（597億円）
※デジタル庁計上分含む

 がん・難病の全ゲノム解析等の推進
 ＡＩによるゲノムデータ等の解析を用いた創薬プラットフォームの構築
 クリニカル・イノベーション・ネットワーク構想の推進
 開発基盤の整備・強化などによる再生・細胞医療・遺伝子治療の実用化の促進
 臨床研究データベースの整備等
 バイオ医薬品の製造・開発を担う人材の育成とバイオシミラーの普及
 ⽇本医療研究開発機構（ＡＭＥＤ）における研究及び厚生労働科学研究の推進

等

医療・介護等の需要の増加を⾒据えた課題解決に向け、今後の医療ニーズや人⼝
動態の変化等をふまえた地域医療構想の推進、医療人材派遣体制の整備を含めた医
師偏在対策の実施を図るとともに、医療従事者働き方改革の円滑な施⾏に向けた取
組を推進し、医療・介護サービス提供体制を強化する。

新型コロナウイルス感染症対策の着実な実⾏、次の感染症危機に備える
ための対応能⼒の強化

医療介護DXの推進、科学技術⼒向上・イノベーションの実現

地域医療構想の推進、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革の推進等

※原油価格・物価高騰対策等を含めた重要政策、出産育児一時金の引き上げその他の全世代型社会保障の構築に関する対応、薬価改定への対応については、予算編成過程で検討する。

計数は令和５年度概算要求額、（ ）内は令和４年度当初予算額
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅰ．コロナ禍からの経済社会活動の回復を⽀える保健・医療・介護の構築

○地域医療構想、医師偏在対策、医療従事者の働き方改革の推進等
910億円（895億円）

 地域医療介護総合確保基⾦等による地域医療構想の推進
 臨床研修制度の改善に向けた調査、総合診療医の養成支援
 地域枠の医師や⼥性医師等のキャリア形成支援
 医療従事者の働き方改革の推進
 医療安全⽂化の醸成に向けた医療安全専門家養成及び支援体制構築 等

○救急・災害医療体制等の充実 114億円（86億円）
※デジタル庁計上分含む

 ドクターヘリ・ドクターカーの活用による救急医療体制の強化
 重症者治療に対する診療体制の整備
 広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の⾒直し
 医療施設等の防災・減災対策、ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ体制の整備・強化
 医療コンテナの活用・訓練の実施
 災害時の保健・医療・福祉に関する横断的な支援体制の構築 等

○地域包括ケアシステムの構築、⾃⽴⽀援･重度化防止の推進
962億円（962億円）

 地域医療介護総合確保基⾦による介護の受け皿整備及び介護人材の確保
 保険者機能強化推進交付⾦等による保険者インセンティブの推進
 地域づくりの加速化のための市町村に対する伴走的支援等の実施
 介護施設等の防災・減災対策の推進

○認知症施策推進大綱に基づく施策の推進 132億円（127億円）

 認知症疾患医療センターの運営や認知症の人･家族の支援ニーズに応える認知症
サポーターの活動（チームオレンジ）の推進

 認知症性疾患の病態解明に資する研究の推進 等

人生100年時代の基盤となる健康寿命の延伸に向け、早期発⾒・早期治療のため
の予防・重症化予防・健康づくりに係る取組を推進する。また、がん・肝炎・難病
などの各種疾病対策を着実に実施するとともに、⻭科保健医療などを推進する。

○健康寿命延伸に向けた予防･健康づくりの推進 28億円（26億円）

 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進

 糖尿病性腎症の重症化予防事業を含む保健事業等への支援
 ⼥性の健康に関する普及啓発、ＨＰＶワクチンの相談支援の強化 等

○がん対策、循環器病対策等の推進 432億円（399億円）

 がんとの共生に向けた相談支援の強化
 脳卒中・心臓病等患者の包括的支援体制構築のためのモデル事業の実施
 アレルギー疾患、慢性腎臓病（ＣＫＤ）対策の推進 等

○肝炎対策の推進 53億円（53億円）

 肝炎患者等の重症化予防の推進
 肝がん・重度肝硬変の治療研究・患者への支援

○難病・小児慢性特定疾病対策等の推進 1,667億円（1,598億円）
※デジタル庁計上分含む

 難病・小児慢性特定疾病対策の着実な推進
 移植医療対策の推進

○⻭科保健医療の推進 31億円（23億円）

 健康寿命延伸に向けた、生涯を通じた⻭科健診等の⻭科⼝腔保健の推進
 地域の実情を踏まえた⻭科医療提供体制の構築 等

○食の安全・安心の確保 50億円（45億円）
※デジタル庁計上分含む

 残留農薬等の試験法・規格基準策定の推進
 輸入食品の監視体制の強化 等

○国際機関等を通じた国際貢献の推進・医療の国際展開 110億円（46億円）
 開発途上国向けの医薬品研究開発の促進、ワクチン等開発支援及び保健システ
ムの強化支援

 ユニバーサル･ヘルス･カバレッジ、薬剤耐性対策に関する研究開発等の推進
 医療技術・制度・製品の国際展開支援、国際公共調達市場への参入支援 等

○被用者保険への財政⽀援 831億円（825億円）

予防・重症化予防・健康づくり、⻭科保健医療の推進等

安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅱ．成⻑と分配の好循環に向けた「⼈への投資」

新しい資本主義の実現に向け、2024年度までの３年間に4,000億円規模の
予算を投入する施策パッケージを講じ、「人への投資」の抜本的強化を図り、
デジタル分野等の人材育成、社会全体で学び直しを促進するための環境を整備
するとともに、成⻑分野への円滑な労働移動が可能となるよう支援する。

○⼈への投資パッケージ 1,101億円（1,019億円）

 人材開発支援助成⾦による企業におけるデジタル人材等の育成の推進
 キャリアアップ助成⾦による正社員化の推進
 専門実践教育訓練給付の充実及び支援の拡充
 受講者の特性に対応した新たな教育訓練手法のコンテスト方式による選定、
開発・試⾏

 学び直しを後押しするキャリアコンサルティング機能を拡充したキャリア形
成・学び直し支援センター（仮称）の整備

 産業雇用安定助成⾦による在籍型出向を活用したスキルアップ支援の新設
 特定求職者雇用開発助成⾦による成⻑分野への労働移動の円滑化支援 等

○円滑な労働移動、⼈材確保の⽀援 524億円（460億円）

 産業雇用安定助成⾦による在籍型出向を活用したスキルアップ支援の新設
（再掲）

 ハローワークの専門窓⼝（人材確保対策コーナー）での就職支援の強化
 都市部から地方への移住を伴う地域を越えた再就職等への支援
 資格取得コースや企業実習付きコースの委託費等の上乗せによるデジタル分
野の職業訓練コースの設定等の推進

 介護の仕事の魅⼒発信、介護分野における外国人材の受入環境整備 等

全ての人々が意欲・能⼒を活かして活躍できる環境を整備するため、⼥性活
躍推進、高齢者の就労・社会参加、就職氷河期世代の活躍支援等を図る。

○⼥性の活躍促進 49億円（48億円）

 男⼥の賃⾦の差異の開⽰等を通じた⼥性活躍の更なる促進
 子育て中の⼥性の支援に取り組むＮＰＯ等へのアウトリーチ型支援の推進な
どマザーズハローワークにおける就職支援の強化 等

○高齢者の就労･社会参加の促進 272億円（248億円）

 ハローワークにおける生涯現役支援窓⼝などのマッチングの支援
 シルバー人材センターのデジタル化等の運営基盤の強化による地域の多様な
就業機会の確保及び提供 等

○障害者の就労促進 186億円（187億円）

 中小企業をはじめとした障害者の雇入れ等の支援
 精神障害者、発達障害者、難病患者等の多様な障害特性に対応した就労支援
 雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 等

○外国⼈に対する⽀援 104億円（102億円）

 外国人求職者等への就職支援、企業での外国人労働者の適正な雇用管理の推
進、外国人労働者の雇用管理や労働移動の実態把握のための統計整備

 外国人技能実習機構における実地検査等の実施による技能実習制度の適正な
運用、技能実習制度の適正化に向けた調査・研究 等

○就職氷河期世代、若年者・新規学卒者の⽀援 834億円（779億円）
 就職氷河期世代に対するハローワークの専門窓⼝における専門担当者による
就職相談、職業紹介、職場定着までの一貫した伴走型支援の強化

 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代を含む就労⾃⽴支援
 新卒応援ハローワーク等における多様な課題を抱える新規学卒者等への支援

等

⼈への投資パッケージ、円滑な労働移動の推進等 多様な⼈材の活躍促進
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅱ．成⻑と分配の好循環に向けた「⼈への投資」

誰もが働きやすい社会の実現に向けた働き方改革を着実に実⾏するため、
個々の希望に応じた多様な働き方の選択とその活躍が可能な環境の整備を⾏う。
また、最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた中小企業・小規模事業者の生産性向
上の取組の支援、看護などの職場における処遇改善を引き続き実施する。

○多様な働き方の実現 131億円（147億円）

 良質なテレワークの導入・定着促進
 「多様な正社員」制度に係る導入支援等の実施
 男性が育児休業を取得しやすい環境の整備や、円滑な介護休業の取得・復帰
に向けた企業の取組等に対する支援

 労働者協同組合についてのＮＰＯ等からの円滑な移⾏ 等

○働き方改革の推進、ハラスメント対策 195億円（168億円）

 時間外労働の上限規制の適用猶予事業・業務への労働時間短縮等に向けた支援
 働き方改革推進支援センターによる働き方改革に関する相談支援
 ワーク・ライフ・バランスを促進する休暇制度・就業形態の普及
 働く人のワークエンゲージメントの向上に向けた支援
 職場におけるハラスメント（就活ハラスメント、カスタマーハラスメントを
含む）撲滅のための事例収集、周知・啓発、相談支援 等

○最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性向上等の推進、非正規雇用労働者への
⽀援、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保、労働者・フリーランスの働く環
境の整備 1,249億円（1,209億円）

※デジタル庁計上分含む

 事業場内最低賃⾦引上げのため業務改善を⾏った事業者に対する支援の強化
 生活衛生関係営業者の収益⼒向上の推進、デジタルを活用した店舗⼒強化の
支援

 介護及び障害福祉分野へのＩＣＴ・ロボットの導入等による生産性向上を通
じた、安全・安心なサービスの提供の推進

 キャリアアップ助成⾦による非正規雇用労働者の正社員化・処遇改善を⾏う
企業への支援（一部再掲）

 ステップアップを目指す非正規雇用労働者等に対する求職者支援制度による
支援

 無期転換ルール等の円滑な運用に向けた周知
 被用者保険の適用拡大に当たっての周知・専門家活用支援
 フリーランス・トラブル１１０番、働く人のメンタルヘルス・ポータルサイ
ト「こころの耳」による相談支援の充実 等

○看護、介護、障害福祉の現場で働く方々の処遇改善の引き続きの実施
381億円（381億円）

多様な働き方への⽀援、最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた事業者への⽀
援、労働者・フリーランスの働く環境の整備等
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令和５年度 厚⽣労働省予算概算要求における重点要求（ポイント）

Ⅲ．安心できる暮らしと包摂社会の実現

すべての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生社会の
実現に向けて、地域住⺠の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するための包
括的支援体制の整備を始めとして、生活困窮者への支援、障害者支援の推進、
困難な問題を抱える⼥性などへの支援に取り組む。

○相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの一体的実施による重層的⽀援体制の整備
促進 272億円（261億円）

 属性を問わない相談支援、多様な参加支援の推進、地域づくりに向けた支
援を一体的に⾏う重層的支援体制整備事業の実施 等

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、⾃殺総合対策の推進
903億円（783億円）

 一時生活支援事業・地域居住支援事業の更なる推進による居住支援の強化
 就労体験等の活用促進に向けて受入企業への支援の充実等を⾏うモデル事
業の実施

 地方公共団体と連携したハローワークにおける生活困窮者等に対する就労
支援の推進

 ひきこもり支援従事者のスキル向上、支援者⾃身のケアの確保
 ゲートキーパー養成・支援の充実、地域における⾃殺未遂者支援の強化 等

※生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度、生活保護基準の見直しへの対応について

は、予算編成過程で検討する。

○成年後⾒制度の利用促進・権利擁護⽀援の推進 11億円（6.4億円）

 都道府県による市町村支援と中核機関のコーディネート機能の強化等によ
る地域連携ネットワークづくりの推進

 意思決定支援等の充実と新たな権利擁護支援策構築に向けた取組実施 等

○困難な問題を抱える⼥性等への⽀援 26億円（22億円）

 性的な被害、家庭の状況、地域社会との関係性など、様々な事情により困
難な問題を抱える⼥性に対する支援体制の強化

○障害者⽀援、依存症対策の推進 1兆5,217億円（1兆4,432億円）

 障害福祉サービス事業所等の整備、障害者情報アクセシビリティ・コミュ
ニケーション施策推進法の成⽴を踏まえた意思疎通支援事業等の充実をは
じめとする地域生活支援の拡充

 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
 地域における依存症医療・相談支援体制の整備、⺠間団体の支援 等

○⽔道施設の耐災害性強化、⽔道事業の広域化・ＩｏＴ活用等の推進
633億円（387億円）

※他府省分を含む

※「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づく水道施設の耐災害性

強化対策等については、予算編成過程で検討する。

○現地調査・遺骨収集の計画的実施、ＤＮＡ鑑定の実施、新たな鑑定技術の研
究推進・活用等 35億円（33億円）

○持続可能で安心できる年⾦制度の運営 12兆7,708億円（12兆6,857億円）

○被災地における心のケア⽀援、福祉･介護サービス提供体制の確保、被災者・
被災施設の⽀援、雇用の確保、原⼦⼒災害からの復興への⽀援等

118億円（119億円）

地域共⽣社会の実現等

⽔道の基盤強化

戦没者遺骨収集等の推進

安心できる年⾦制度の確⽴

被災地における心のケア⽀援等
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